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１ 令和７年における年間総実労働時間等の状況 

 （第１図参照） 

(ア)  総実労働時間の状況 

 

◆ 令和７年における県内労働者の１人平均の年間総実労働時間は、「毎月勤労統計調査結果

（厚生労働省・栃木県、事業所規模５人以上）」によれば、対前年比７時間減少し、 

１，６６６時間となった。このうち、所定外労働時間は前年より５時間増加し、所定内労

働時間は前年より１２時間減少している。 

◆ 令和７年の全国の年間総実労働時間は、前年より２２時間減少し、１，６２１時間だっ

た。 

◆ 栃木県の令和７年における年間総実労働時間の状況を全国と比較すると、本県は全国平

均より４５時間長く、前年の全国との差（３０時間）より１５時間増加した。 

 

(イ)  所定内労働時間の状況 

 

◆ 令和７年における県内労働者の１人平均の年間所定内労働時間は、前年より１２時間減

少し、１，５３７時間となった。 

◆ 令和７年の全国の年間所定内労働時間の状況は、前年より１９時間減少し、１，５０４

時間となった。 

◆ 栃木県の令和７年における年間所定内労働時間の状況を全国と比較すると、本県は全国

平均より３３時間長く、前年の全国との差（２６時間）より７時間増加した。 

 

(ウ)   所定外労働時間の状況 

 

◆ 令和７年における県内労働者の 1 人平均の年間所定外労働時間は、前年より５時間増加

し、１２９時間となった。 

◆ 令和７年の全国の年間所定外労働時間の状況は、前年より３時間減少し、１１７時間で

あった。 

◆ 栃木県の令和７年における年間所定外労働時間の状況を全国と比較すると、本県は全国

平均より１２時間長く、前年の全国との差（４時間）より８時間増加した。 

 

 

※平成２８年版から、事業所規模５人以上の統計を用いることとした。 

従前の事業所規模３０人以上の統計は参考１、２を参照。 
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２ 令和７年における主要産業別の年間総実労働時間等の状況 

（第２図参照） 

①  総実労働時間の状況 

 

◆ 栃木県における主要産業別の総実労働時間は、「毎月勤労統計調査結果（厚生労働省・栃

木県、事業所規模５人以上）」によれば、建設業（２，０５７時間）が最も長く、次いで、

運輸・郵便業（１，９９７時間）、製造業（１，８７６時間）となっており、県内の全産業

平均（１，６６６時間）より長い。また、宿泊・飲食サービス業（１，０４２時間）が最

も短く、次いで卸売・小売業(１，５４４時間) 、医療・福祉業（１，５４９時間）となっ

ており、県内の全産業平均より短い。 

◆ 全国の主要産業別の総実労働時間は、運輸・郵便業（１，９３２時間）が最も長く、次

いで、建設業（１，９１８時間）、製造業（１，８６６時間）などとなっている。 

◆ 栃木県における主要産業別の総実労働時間の状況を全国と比較すると、建設業が１３９

時間長く、次いで、運輸・郵便業が６５時間長い。一方、金融・保険業が全国平均より５

４時間短く、宿泊・飲食業が１４時間短い。 

 

②  所定内労働時間の状況  

 

◆ 栃木県における主要産業別の所定内労働時間は、建設業（１，７８７時間）が最も長く、

次いで、運輸・郵便業（１，７４５時間）、製造業（１，６９４時間）となっており、県内

の全産業平均（１，５３７時間）より長い。また、宿泊・飲食サービス業（９９０時間）

が最も短く、次いで、卸売・小売業（１，４７２時間）となっており、県内の全産業平均

より短い。 

 

③  所定外労働時間の状況 

 

◆ 栃木県における主要産業別の所定外労働時間は、建設業（２７０時間）が最も長く、次

いで、運輸・郵便業（２５２時間）となっており、県内の全産業平均（１２９時間）より

長い。また、医療・福祉業(４３時間)、宿泊・飲食サービス業（５２時間）、卸売・小売業

（７２時間）となっており県内の全産業平均より短い。 
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